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第１ 自主防災組織をつくろう 

 

１ 自主防災組織の必要性 

  大規模災害の発生時は、同時多発的に甚大な被害が発生する恐れがあり、通信障

害・交通障害等、さまざまな悪条件が重なることで消防や防災関係機関の活動能力

が低下することが考えられます。 

  こうした事態において、被害を最小限に抑えるためには、地域住民の連帯意識に

基づく自主的な防災活動（地域住民が自ら出火防止・初期消火・被災者の救出救護

等の活動を行うこと）が極めて効果的です。 

  しかし、各人がばらばらに行動するのでは大きな効果が期待できず、地域住民が

一致団結し組織的に行動することにより、大きな効果が期待できることから、地域

住民による「自主防災組織」が必要となります。 

  当市では、町内会､自治会等の自主防災組織による防災活動を積極的に推進し、

地域ぐるみの防災体制を確立することを目的として､自主防災組織の設立及び地域

防災活動に要する経費の助成等、自主防災組織への各種支援を行っています。 

 

２ 自主防災組織と消防団の違い 

自主防災組織とは、地域住民が｢自分たちの地域は、自分たちで守る｣という考え

に基づき、地域住民ら相互の合意により自主的に結成する組織であり、消防組織法

により、市町村に結成する義務がある消防団とは性格が異なります。 

 

３ 自主防災組織の種別 

  当市の自主防災組織には、下記の種別があります。 

種 別 団 体 名 （例） 

自 治 会 ・ 町 内 会 〇〇〇自治会、〇〇〇町内会 

自治連合会・連合町内会 〇〇〇自治連合会、○〇〇連合町内会 

集合住宅の自主防災組織 〇〇〇管理組合 

事業者集団の自主防災組織 〇〇〇商店会 
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第２ 自主防災組織のつくり方 

 

 自主防災組織は、地域住民ら相互の合意により自主的に結成する組織です。 

地域の実情に即した、無理のない仕組みを考えるようにしましょう。 

 

１ 既存の地域住民組織を活用する場合 

  自治会や町内会等、既存の地域住民組織を活用して、自主防災組織を結成する方

法です。最も一般的な結成方法です。 

【既存の仕組み活用例】 

  ① 地域住民組織内に防災部門が既にある場合は、すぐに自主防災組織を結成し、

その充実強化を図って行く方法。 

② 地域住民組織内に防災部門がまだない場合は、新たに防災部門を設けてから、

自主防災組織を結成する方法。 

③ 規模の小さい地域住民組織等は、複数が合同で自主防災組織を結成する方法。 

 

 【既存の組織を活用した自主防災組織の３タイプ】 

タ イ プ 内           容 

① 重 複 型 町内会役員が、自主防災組織の役員も兼務する。 

② 下部組織型 町内会長（＝自主防災組織会長）の下に、独自の役

員をもつ自主防災活動部門をつくる。 

③ 別 組 織 型 町内会が中心になって、町内会とはまったく別個の

役員よる自主防災組織をつくる。 

 

 

 

２ 地域住民組織を活用しない場合 

  自治会や町内会等の地域住民組織がない場合等に、地域住民組織を活用せずに一

から立ち上げる方法です。別組織型の自主防災組織とほぼ同様の結成方法です。 

※ 当市の地域防災計画では、「地域住民との連携による災害時の円滑な応急

活動実施のため、町内会等の組織を生かした自主防災組織づくりを推進する

ものとする。」と定めています。 

【組織のかたちの決定】 
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３ 具体的な結成の手順（例） 

 

【危機管理課までご相談ください】 

自主防災組織を結成したくても、具体的にどうして良いか分からない、という声を

よく耳にします。こうした際は、当市危機管理課までご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「自主防災活動組織に関する報告書」を危機管理課に提出 
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第３ 自主防災組織の編成 

 

自主防災組織が災害時の応急活動を迅速かつ効果的に行うためには、あらかじめ組

織内での役割分担を明確にする必要があります。 

以下の編成図は一般的な例です。それぞれの地域の実情に適した組織編成を考える

ようにしましょう。 

 

情 報 班 メンバー 

             （情報の収集、伝達、広報活動） 

  

              初期消火班    メンバー 

              （出火防止、消火器等による初期消火活動） 

 

救出救護班        メンバー 

              （負傷者等の救出救護活動） 

 

              避難誘導班    メンバー 

             （住民の避難誘導活動） 

 

              給食給水班    メンバー 

             （水、食糧等の配分、炊きだし等の給食、給水活動） 

本 部 

(役員会 ) 

会  長 

副 会 長 

各 班 長 
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第４ 自主防災組織の運営方法 

 

  自主防災組織を有効に運営するためには、規約や活動計画の内容をしっかり定める

ことが必要です。 

 

１ 自主防災組織の規約 

 (1) 規約の必要性 

誰もが組織の活動方針や決まりごとを理解できるように、わかりやすく明確な

規約を定めておく必要があります。 

 (2) 規約の内容 

   規約の内容では、組織の目的、事業内容、役員選任と任務、定例会議の開催、

活動計画等を定めます。実情に即した内容を盛り込むようにしましょう。 

 

 

 

【自主防災組織の規約例】 
 

   〇〇自主防災会規約 

    (名称) 

   第 1条  この自主防災組織の名称は、〇〇自主防災会(以下｢本会｣という。)と称

する。 

    (事務所の所在地) 

  第２条 本会の事務所は、〇〇に置く。 

    (目的) 

第３条 本会は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことに

より、地震、風水害その他の災害(以下｢災害｣という。)による被害の防止及び

軽減を図ることを目的とする。  

   （事業） 

  第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

  （１）防災に関する知識の普及に関すること。 

  （２）災害の予防に関すること 

  （３）災害のおこるおそれがある場合、又は災害の発生時における情報の収集伝

達、初期消火、救出救護、避難誘導等応急対策に関すること。 
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  （４）防災訓練の実施に関すること。 

  （５）防災資機材等の備蓄に関すること。 

  （６）その他本会の目的を達成するために必要なこと。 

   （活動範囲） 

  第５条 本会の活動範囲は、以下のとおりとする。 

   北広島市中央○丁目から北広島市中央○丁目 

   （会員） 

  第６条 本会は、〇〇地区内にある世帯をもって構成する。 

   （役員） 

  第７条 本会に次の役員を置く。 

  （１）会 長   １名 

  （２）副会長   １名 

  （３）班 長  若干名 

  （４）会 計   １名 

  （５）監 査   ２名 

  ２ 役員は、会員の互選による。 

  ３ 役員の任期は、１年(例：定期総会から次期定期総会まで)とする。ただし、

再任することができる。 

   （役員の任務） 

  第８条 会長は、本会を代表し、会務を総括し、災害の発生時における応急活動

の指揮命令を行う。 

  ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を行う。 

  ３ 班長は、役員会の構成員となり、会務の運営にあたる。 

  ４ 監査は、会の会計を監査する。 

   （会議） 

  第９条 本会に、総会及び役員会を置く。 

   （総会） 

  第１０条 総会は、全会員をもって構成する。 

  ２ 総会は、毎年 1回開催する。ただし、特に必要ある場合は、臨時に開催する

ことができる。 

  ３ 総会は、会長が招集する。 
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  ４ 総会は、次の事項を審議する。 

  （１）規約の改正に関すること。   

  （２）防災計画の作成及び改正に関すること。 

  （３）事業計画に関すること。 

  （４）予算及び決算に関すること。 

  （５）その他、総会が特に必要と認めたこと。 

  ５ 総会は、その付議事項の一部を役員会に委任することができる。 

（役員会） 

  第１１条 役員会は、会長、副会長、班長及び会計によって構成する。 

  ２ 役員会は、次の事項を審議し、実施する。 

（１）総会に提出すべきこと。 

（２）総会により委任されたこと。 

（３）その他、役員会が特に必要と認めたこと。 

（防災計画） 

  第１２条 本会は、災害による被害の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成

する。 

  ２ 防災計画は、次の事項について定める。 

（１）災害の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

（２）防災知識の普及に関すること。 

（３）防災訓練の実施に関すること。 

（４）災害のおこるおそれがある場合、又は災害の発生時における情報の収集

伝達、出火防止、初期消火、救出救護及び避難誘導等に関すること。 

（５）その他必要な事項 

（会費） 

  第１３条 本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。 

（経費） 

  第１４条 本会の運営に関する経費は、会費その他の収入をもってこれに充てる。 

   （会計年度） 

  第１５条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
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（会計監査） 

  第１６条 会計監査は、毎年１回監査が行う。ただし、必要がある場合は、臨時

にこれを行うことができる。 

  ２ 監査は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。 

   （委任） 

  第１７条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長

が役員会に諮って定める。 

     附 則 

   この規約は、〇年〇月〇日から施行する。 

 

２ 活動計画 

    自主防災組織を有効に運営するには、安定した継続性が不可欠です。思いつきや

その場限りの活動では、いざというとき組織としての力を発揮できません。 

    今後、どのような活動を行うか、それをどう具体化していくのか、きちんとした

中・長期の活動計画や年間の活動計画を立て、実行していくことが重要です。 

    

年 間 活 動 計 画 例 

       ４月  役員会の開催 

           定例総会の開催 

       ５月  防災マップの修正 

       ６月  〇〇講演会の開催 

       ８月  役員会の開催 

       ９月  〇〇訓練の実施 

       ３月  役員会の開催 
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第５ 自主防災組織の活動 

 

自主防災組織における班ごとの活動概要としては、例えば下記のような活動が考え

られます。 

 

自主防災組織の活動の概要 

組織編成 平 常 時 の 活 動 災 害 時 の 活 動 

本     部 

(会長・副会長) 

（ 各 班 長 ） 

 

・規約作成・改正 

・活動計画作成 

・予算編成、決算 

・組織方針を明確化 

・他の防災関係機関との連携 

（当市の危機管理課・消防等） 

・災害対策本部設置 

・本部員（会長、副会長、各班 

長）招集、各班の役割確認 

・各班メンバーの活動統制 

情 報 班 

（ メ ン バ ー ） 

・広報紙の発行により、防災に

係る正しい知識を普及 

・情報伝達訓練を実施しスム 

 ーズな情報伝達に慣熟 

・災害情報と被害状況の把握 

地域住民へ平易簡潔に伝達 

・他の防災関係機関等と連携 

 し連絡体制を確保 

初 期 消 火 班 

（ メ ン バ ー ） 

・出火防止啓発 

・地域住民へ火気器具や危険

物の適正管理、ガスボンベの

転倒防止措置を呼びかけ 

・消火用水・消火器等の点検 

・消防の消火器取扱講習を受 

講し適正な消火技能を習得 

・消防への緊急通報の実施 

・消防到着まで出火防止措置・

初期消火実施 

・消防到着後は、消防の指示に

従い消火活動に協力 

救 出 救 護 班 

（ メ ン バ ー ） 

・プライバシーに極めて留意

し無理のない範囲で、要配慮

者（乳幼児、妊産婦、高齢者、

障がい者等）の避難方法等を

あらかじめ確認 

・応急手当用救急セット整備 

・消防の普通救命講習を受講

し応急手当法を習得 

・消防への緊急通報の実施 

・消防到着まで救出・救護実施 

・消防到着後は、消防の指示に

従い救出・救護活動に協力 

・要配慮者安否確認、避難支援 

・負傷者数の把握 
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組織編成 平 常 時 の 活 動 災 害 時 の 活 動 

避 難 誘 導 班 

（ メ ン バ ー ） 

・避難場所(近隣の学校、会館

等の指定避難所、公園、グラ

ウンド等の指定緊急避難場

所)への避難経路確認 

・避難経路上の危険個所確認

(ブロック塀、がけ、川等) 

・避難誘導訓練を実施しスム 

 ーズな避難誘導に慣熟 

・避難経路上の安全確認 

・避難誘導 

 

給 食 給 水 班 

（ メ ン バ ー ） 

・各家庭での食糧、飲料水等の

備蓄啓発 

・自主防災組織としての食糧、 

飲料水等の備蓄管理 

・調理用品の確保管理 

・炊出訓練を実施しスムーズ 

な炊出に慣熟 

・自主防災組織の備蓄食糧、飲

料水等の配分 

・炊き出しの実施 

 

 

  これは一例ですので、必ずしもこれら全ての活動を盛り込む必要はありません。そ

れぞれの地域の実情に適した活動内容を考えるようにしましょう。 
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第６ 避難行動要支援者への配慮と支援 

 

１ 避難行動要支援者とは 

  高齢者、障がい者、傷病者、妊産婦、乳幼児、外国人等、災害への対処能力に何

らかのハンディキャップがある方々のことをいいます。 

 

２ 地域ぐるみでの支援を 

  災害発生時、避難行動要支援者だけの世帯では、災害への十分な対処が困難と考

えられます。また、寝たきりの高齢者や重い障がいを持つ方がおられる家庭におい

ても、家族だけでの対処が困難と考えられます。 

  避難行動要支援者への援助活動は、普段の生活の中から培われていくものです。

日頃の挨拶や交流から、お互いの信頼感や認識が深まり、いざというとき大きな力

になるものと考えられます。 

避難行動要支援者の方々には、地域ぐるみでの支援が必要です。 

 

（１）避難行動要支援者のための地域づくり 

① 日頃から避難行動要支援者との交流を密にしましょう。 

・ 支援にはコミュニケーションが重要です。まずは日頃の挨拶から。 

・ 親しくなったら、災害時に何をしてほしいかを確認しましょう。 

② 避難行動要支援者の身になって防災環境を点検しましょう。 

・ 避難路に放置自転車はありませんか。 

・ 避難路は車椅子でも通れる道ですか。    

③ 地域での支援・協力体制を具体化しましょう。 

・ 日頃の連絡役は誰か、災害時には誰が誰を支援するか確認しましょう。 

一人の避難行動要支援者に対し、複数の支援体制が理想的です。 

④ 避難行動要支援者自身の防災能力を高める工夫をしましょう。 

・ 避難行動要支援者自身が自力で初期消火や避難、応急手当ができるように

なるような実技講習を行いましょう。 

   ・ 外国人には「ヒナン」「ヒナンジョ」「オオアメ」「コウズイ」「ジシン」等

最低限の日本語を覚えてもらいましょう。 
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（２）避難行動要支援者を安全に避難誘導するポイント 

  ① 高齢者、傷病者 

   ・ 複数の人で対応しましょう。  

   ・ 緊急時は、おぶって避難しましょう。 

  ② 聴覚障がい者 

   ・ 話すときは、相手が口の動きを読み取れるよう、近寄って、真直ぐ顔を向

けて、口を大きく動かして話しましょう。 

   ・ それでも伝わらない際は、筆談を行いましょう。筆記用具がない場合は、

手のひらに指で文字を書きましょう。 

  ③ 視覚障がい者 

   ・ 杖を持ったほうの手を取ってはいけません。 

   ・ もう片方の手の肘のあたりに軽く触れ、ゆっくり誘導して歩きましょう。 

   ・ 方向を示すときは、時計の文字盤の位置を想定して伝える。（例：１１時の

方向です。） 

  ④ 身体障がい者 

   ・ 車椅子で移動するときは、必ず誰かが付き添いましょう。 

   ・ 車椅子で階段を移動するときは、必ず２人以上で運びましょう。 

   ・ 階段をのぼるときは前向きで、おりるときは後向きにして、相手に恐怖感 

    を与えないようにしましょう。 

 

  ⑤ 外国人 

   ・ 言葉が通じないときは、身振り手振りで伝えましょう。 

   ・ 道順等は、言葉だけでなく手でも方向を示しましょう。 
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第７ 自主防災組織に関する助成制度 

 

１ 自主防災組織等活動助成金 

  当市では、町内会､自治会等を単位とした自主防災組織による防災活動を積極的

に推進し、地域ぐるみの防災体制を確立することを目的とし､自主防災組織等が行

う防災訓練や防災に関する教育・啓発、防災資機材の購入、防災士育成・活動促進

に要する経費の一部を助成します。 

  例年 5月頃に広報・ホームページ等で、申請受付の開始と当該助成金の交付手順

をお知らせしますので、申請期限までに申請してください（当該助成金の交付決定

前に購入等支払済の費用は、助成の対象外となりますので十分ご注意ください）。 

（１）助成対象者  自主防災組織又は自治会、町内会等 

（２）助 成 額  助成対象事業に要する経費の２分の１以内の額（千円未満は切

り捨て）とし、世帯数の区分に応じ下記の額を上限とします。 

助 成 対 象 助 成 基 準 助 成 限 度 額 

防災訓練 

防災に関する教育・啓発 

防災資機材の購入 

100世帯未満 50,000円 

100世帯以上～500世帯未満 100,000円 

500世帯以上 200,000円 

防災士育成・活動促進 1団体につき 1人 30,000円 

 

（３）助成対象事業 

１）防災訓練等活動事業 

防災訓練や防災に関する教育・啓発イベントを開催する際、招聘する講師への謝

礼・交通費、教材費、炊出材料費、会場賃借料、案内チラシの印刷費や郵便料等を

助成の対象とします。 

用 途 品 名 （例） 

講師招聘 謝礼、交通費、宿泊費 

各種教材 書籍教材、視聴覚教材、工作教材 

炊出材料 炊出訓練用の飲食料品・燃料・食器・調理器具 
※炊出訓練用のみ、飲食料品・燃料・消耗品でも可とします。 

開催案内 案内チラシ・ポスター印刷費、郵便料 

会場確保 会場使用料、会場機器賃借料 

備品購入 防災資機材に準ずるもの（下記参照） 
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 ２）防災資機材の購入 

災害時のために常備しておく物品のうち、長期的に繰り返し使用できるものを

「防災資機材」といい助成の対象とします。なお、消耗品（乾電池・文具等）燃料・

オイル、飲食料品は助成対象外です。 

用 途 品 名 （例） 

情報伝達 ラジオ、無線機 

消火救出 消火器、消火バケツ、災害救助用工具（ショベル・のこぎり・
ハンマー・バール・番線カッター・保護手袋眼鏡、担架等） 

※危機管理課で無償貸出が可能な物品（災害救助用工具）もございます。 

応急手当 救急セット（消毒液・絆創膏・包帯・ガーゼ等） 

※応急手当用の資機材のみ、消耗品でも可とします。 

避難誘導 ヘルメット、メガホン、誘導灯 

給水炊出 給水タンク、カセットコンロ 

夜間照明 発電機、コードリール、投光器、ランタン、懐中電灯 

冬期採暖 ポータブルストーブ、ジェットヒーター、灯油タンク 

休息寝具 テント、マット、毛布、寝袋、マットレス、ブルーシート 

保管場所 防災資機材用の物置・倉庫 
※公園や緑地に設置する際は、事前に各管理者の承認が必要です。 

 

３）防災士の育成及び活動促進 

この助成制度を申請した年度内に、日本防災士機構の認定登録を受けることが 

確実であり、かつ、自主防災組織の代表者から推薦を受け、市内の自主防災組織 

で公のために活躍して戴ける方のみ助成の対象とします。そのため、個人的用途 

での資格取得は助成対象外となります。詳細は「北広島市自主防災組織等活動助 

成金交付要綱（平成 17年 12月 1日市長決裁）」をご覧ください。 

 

（４）申請手続書類一覧 

補助金等交付申請書一式と添付書類を提出していただきます。添付書類は申請内容

によって異なりますので、あらかじめ危機管理課までお問い合わせください。   

名 称 書 類 名 （例） 

補助金等

交付申請

書 一 式 

様式 1 補助金等交付申請書、様式 2(その 1・その 3) 事業計画書 

様式 3 申請額算出調書、様式 4 経費の配分調書、様式 5 事業予算書 

添付書類 費用明細書(計画)、総会議案書(または自主防災組織規約)、訓練等案内チラシ、

資機材パンフレット、防災士パンフレット、見積書の写し、防災士受講料等を明

記した書類、公園・道路占用許可書、確認済書、防災士育成事業推薦書 
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（５）実績報告手続書類一覧 

  補助事業等実績報告書一式と添付書類を提出していただきます。添付書類は報告

内容によって異なりますので、あらかじめ危機管理課までお問い合わせください。 

名 称 書 類 名 （例） 

補助事業

等 実 績 

報告書一

式 

様式 17 補助事業等実績報告書、様式 2(その 1・その 3) 事業実績書 

様式 3 申請額算出調書、様式 4 経費の配分調書、様式 5 事業決算書 

様式 18 補助金等精算書 

添付書類 費用明細書(実績)、領収書原本の写し、防災訓練等の実施写真、防災資機材の

納品写真、防災士証・認証状の写し 

 

（６）請求手続書類一覧 

補助金等請求書と添付書類を提出していただきます。 

名 称 書 類 名 （例） 

補助金等

交付請求

書 一 式 

様式 23 補助金等交付請求書 

添付書類 振込先口座通帳の写し 

 

２ 災害救助用工具の貸与 

当市では、防災活動を支援するため、救出活動、救護活動、情報伝達等に必要な

災害救助用工具をセットにして、防災活動を行っている団体を対象に、無償で貸与

しています。なお貸与する際には、防災備品貸与申請書を提出していただきます。

災害救助用工具の内訳は下記のとおりです。 

用 途 品 名 （例） 

救出活動 丸ショベル、のこぎり、ハンマー、バール、レザーグローブ、

作業用ゴーグル、ロープ、番線カッター 

救護活動 救急セット、四つ折担架 

情報伝達 ハンドメガホン、ライト付ラジオ 
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【様式】 

自主防災活動組織に関する報告書 

年   月   日 

北広島市長         

                町内会（団体）名 

                会長（代表者）名 

住所  

電話番号  

  

当町内会（団体）では、下記のとおり自主防災に関する活動組織の編成等を行い

ましたので報告します。                   

記 

１．区分 

  （該当番号に○印を付けてください。） 

 １ 町内会単独  ２ 町内会共同 

 ３ その他（            ） 

２．構成町内会（団体）名 

  （上記区分で２の場合） 

 

３．加入世帯数 世帯 

４．防災リーダー（代表連絡者）の氏名 

及び電話番号等（FAX、メールアドレス

もあればご記入ください。） 

 １ 氏名： 

 ２ 町内会等の役職： 

 ３ 電話番号 

 ４ FAX番号 

 ５ メールアドレス 

 

５．活動組織の編成及び活動範囲 

  （役割分担表等を添付してください。） 

別紙のとおり 

活動範囲： 

 

６．規約の有無 

  （該当番号に○印を付けてください。） 

※なお、防災活動に関する事項が一部

でもあれば結構です。また、規約が

ある場合は添付してください。 

 １ 有 町内会規約 

 ２ 有 自主防災組織の規約 

 ３ 有 その他（          ） 

 ４ 無 

７．自主防災計画の策定の有無 １ 有               

 ２ 無 

８．今後の活動計画（予定）  １ 防災訓練の実施 

 ２ 研修会の実施 

 ３ その他（            ） 

９．防災資機材の備蓄 

  （該当番号に○印を付けてください。有

の場合は品目も記入してください。） 

１ 有（              ） 

 ２ 無 

 ３ 今は無いが今後備蓄の予定 

10．防災資機材購入等の助成希望 

  （補助率 50％） 

１ 有                

 ２ 無 

 ３ 今は無いが今後希望する予定 
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【記入例】 

自主防災活動組織に関する報告書 

令和○○年 ○○月 ○○日 

北広島市長 ○○ ○○ 様 

                町内会（団体）名 ○○町内会 

                会長（代表者）名 ○○ ○○ 

住所 北広島市○○町○○丁目○番地○ 

電話番号 ０９０－○○○－○○○○ 

  

当町内会（団体）では、下記のとおり自主防災に関する活動組織の編成等を行い

ましたので報告します。                   

記 

１．区分 

  （該当番号に○印を付けてください。） 

 １ 町内会単独  ２ 町内会共同 

 ３ その他（            ） 

２．構成町内会（団体）名 

  （上記区分で２の場合） 

 

３．加入世帯数 ○○○ 世帯 

４．防災リーダー（代表連絡者）の氏名 

及び電話番号等（FAX、メールアドレス

もあればご記入ください。） 

 １ 氏名：○○ ○○ 

 ２ 町内会等の役職：防災・防犯部長 

 ３ 電話番号  ０９０－○○○－○○○○ 

 ４ FAX番号  ０１１－○○○－○○○○ 

 ５ メールアドレス 

   kitahiro@・・・・・ 

５．活動組織の編成及び活動範囲 

  （役割分担表等を添付してください。） 

別紙のとおり 

活動範囲：北広島市中央○丁目○番地～ 

中央○丁目○番地 

６．規約の有無 

  （該当番号に○印を付けてください。） 

※なお、防災活動に関する事項が一部

でもあれば結構です。また、規約が

ある場合は添付してください。 

 １  有 町内会規約 

 ２ 有 自主防災組織の規約 

 ３ 有 その他（          ） 

 ４ 無 

７．自主防災計画の策定の有無 １ 有               

 ２ 無 

８．今後の活動計画（予定）  １ 防災訓練の実施 

 ２ 研修会の実施 

 ３ その他（            ） 

９．防災資機材の備蓄 

  （該当番号に○印を付けてください。有

の場合は品目も記入してください。） 

１ 有（              ） 

 ２ 無 

 ３ 今は無いが今後備蓄の予定 

10．防災資機材購入等の助成希望 

  （補助率 50％） 

１ 有                

 ２ 無 

 ３ 今は無いが今後希望する予定 

 


